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日本の地域社会における国際協力NGOの役割と展望
―地方自治体等との連携・協働による地域の国際化に向けて―
井上　団
The Roles and Prospects of International Cooperation NGOs in the
Japanese Local Community：Local Globalization by Cooperation
and Collaboration with Local Governments
INOUE Dan
International cooperation NGOs in Japan have focused an important aspect of their activities in devel-
oping countries, in areas such as development cooperation, emergency relief, and environmental
preservation. However, in recent years, many of these NGOs have turned their focus to the various
problems within Japan, where they are trying to make the local community more open to the global
society. Concerned parties are able to help globalize and activate the local communities by making use
of the various experiences and know-how accumulated in overseas cooperation. For the NGOs, carrying
out exchanges with and participating in the local community provide an opportunity to improve and
promote international understanding, as well as encourage local residents to participate in the NGO’s
overseas activities. 
This study attempts to analyze the characteristics and trends of domestic activities by Japanese
international cooperation NGOs. It also aims to clarify their roles and prospects in the Japanese local
community by pointing out the necessity of cooperation and collaboration with Japanese local govern-
ments. This study proposes the ideal model for international cooperation NGOs supported by the local
community. It analyzes activities in five fields (education for international understanding, advocacy,
fair-trade, foreign resident support, and participation in community improvement) and attempts to
show new directions and approaches for Japanese local communities.
キーワード：国際協力NGO、地域の国際化、連携と協働、地方自治体
Keywords：International Cooperation NGOs, Local Globalization, Cooperation and Collaboration, Local
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1．はじめに
日本における国際協力NGO1は、これまで主
として開発途上国（以下、途上国という）での
開発協力や緊急援助、環境保全など、海外に重
点を置いて活動を展開してきた。ところが近年
では、海外での活動と同時に、日本国内での経
済的な格差の拡大や子どもへの教育のあり方、
食の安全性、在住外国人の人権などの問題に目
を向け、そうした活動への取り組みを通じて一
般市民への国際的な問題の啓発や国際理解の普
及に努めようとする国際協力NGOが現れ始め
ている。また、国際協力関係者の間では、国際
協力NGOが日本国内の問題に関与を深めるこ
とで、海外の協力現場で培ったさまざまな経験
やノウハウ、人的なネットワークを日本の地域
社会2（コミュニティー）の国際化や活性化に
活かせるのではないかとの見方が広がってお
り、国際協力NGOの側でも、日本の地域社会
との交流や地域づくりへの参加は、地域社会で
の自らの存在意義や価値を高め、組織基盤を強
化する上で欠かせないとの認識が高まってい
る。
本論文では、海外での活動に比べてこれまで
注目されることが少なく、研究の対象とされて
こなかった日本の国際協力NGOによる日本国
内での活動の実態を明らかにし、その特徴や傾
向を分析する。そして、日本の地域社会におい
て多大な影響力を有する地方自治体と国際協力
NGOが連携することにより、日本の地域社会
の国際化や活性化にどのような可能性を見出す
ことができるのか、その意義と効果を考察する。
さらに、これからの時代に必要とされる日本の
地域社会に根ざした国際協力NGOの活動モデ
ルとその活動を展開するための新たな枠組みと
して、「地域による国際協力コンソーシアム構
想」を提示したい。
2．本論文の問題意識
本論文の根底にある問題意識は、日本の国際
協力NGOが、日本の地域社会の中で今後どの
ような役割を担うべきなのか、どこに自らの存
在価値を見出していくべきなのか、という点に
ある。
これまで国際協力NGOは、国際協力に多少
なりとも関心を抱く人々を対象に、会員への勧
誘や寄付の依頼、ボランティア活動への参加な
どを集中的に呼びかけてきた傾向があり、社会
の大多数を占める関心の低い層への働きかけを
充分に行なってこなかった。そのため、国際協
力NGOを支援しようという広範な広がりを持
った社会集団（層）は未だに形成されていない
のが現状であり、現在、国際協力NGOを支援
するのは、主に国際問題への関心が高い大都市
部に住む会社員や学生など、地域社会との接点
が少ない人たちであるケースが多い。従って、
国際協力NGOの支援者は概ね個人単位で成り
立ち、家族単位や職場単位、地域単位であるこ
とは稀である。つまり、これまで国際協力
NGOは、国際協力に関心ある層に対する支援
の働きかけに努力を傾注してきたものの、地域
社会との接点を見出すことができなかったとい
うのが実情である。
しかしながら、今後、日本の国際協力NGO
が直面する厳しい財政状況を改善させて組織基
盤を強化し、安定した組織運営や事業展開のも
とで社会的に信頼される組織体として認知され
るには、地域社会からの理解や支援を得ること
に今まで以上に力を注ぎ、地域社会の中で一定
の役割を担うことが必要ではなかろうか。その
ためには、地域社会が抱える問題への関心と関
与を強め、日本の地域社会に多大な影響力を持
つ地方自治体や他分野のNPO3（非営利組織）
との接点を多く持つようにして、自らの活動へ
の支援が集まりやすい環境を地域社会の中で創
り出すことが重要である。国際協力NGOが有
する海外での開発協力の経験やノウハウ、海外
のさまざまな団体や個人とのネットワークは、
日本の地域社会が抱える問題の解決に活かすこ
とが可能であり、国際協力NGOにとっても、
活動の継続性・安定性を考慮した場合、地域社
会からの継続的かつ確固とした支援が欠かせな
いはずである。そうした努力の積み重ねの結果
として、日本の地域社会における国際協力
NGOの役割と地域社会での自らの立ち位置が
明確になれば、両者は相互補完の関係を築くこ
とができよう。本論文では、その可能性につい
て考察してみたい。
3．日本の地域社会の活性化に国際協力が
果たす役割
日本の地域社会は、大都市部、地方・農村部
を問わず既にグローバル化の影響を受け始めて
おり、グローバル化にいかに対処すべきかとい
う問題は、遅かれ早かれ日本全国のあらゆる地
域社会にとって重要なテーマとなるだろう。グ
ローバル化は、物質的な豊かさに基づく快適な
生活や最先端の情報技術による迅速な情報交
換、さまざまな国の人たちとの交流を可能にす
るなど多大な恩恵をもたらす一方、過当競争や
地域産業の空洞化など、地域社会の衰退を招く
要因ともなっている。こうしたグローバル化の
進展に対して、日本の地域社会は、グローバル
化の影響によって国内外で起きている多くの矛
盾や問題についての正確な情報をできるだけ多
く収集し、実態の把握に努めることが必要であ
ろう。そうした中から、地域社会としての対応
方法や今後の取るべき方向性が見えてくるはず
である。
諸外国のグローバル化に関する情報収集の過
程では、さまざまな人々の生活や文化・歴史・
風習などに触れ、途上国の貧困問題が日本の地
域社会と無関係に存在しているのではない現実
を目の当たりにするに違いない。そうした経験
を通して、はじめて自らの地域社会のことをよ
り深く知ろうとする意識が芽生え、諸外国と良
好な関係を築く必要性を認識するのではあるま
いか。真の意味で日本の地域社会の国際化・活
性化を図るには、地域住民が自らの社会に愛着
をもち、よりよい社会に変えていこうという強
い願望を持っていることが重要である。
さらに、国や地域の枠を越えた交流が、停滞
する地域社会に新たな活力を与え、よりよい社
会を築いていこうという共通の目標を見出すこ
とにつながるのではないかと考える。多くの人
がその意義を認識していく延長線上には、交流
という枠だけにとどまらず、協力という視点が
生まれてくることも期待したい。相互理解を深
めるだけでなく、双方が抱えている問題を共有
し、その問題の解決に向けて協力しようという
態度と行動を示すことが、両者の関係をさらに
強固なものとし、厚い友情とゆるぎない信頼で
結ばれた永続的な関係へと発展させることにな
るのではあるまいか。すなわち、地域社会が海
外との関係を築く上では、国際交流とともに国
際協力を視野に入れた関係を目指すべきであ
り、国際協力を通じて得た知見を自らの地域づ
くりに活かしていくという発想の転換が重要で
はないかと考える。
では、日本の地域社会が国際協力に関与する
ことにより、それが地域社会の活性化にどのよ
うな形で結びつけていくことができるのだろう
か。筆者の期待も含めて、具体的に3点ほど挙
げてみたい。
第一に、国際協力を通じて得た知見が、地域
社会の関心を世界へと向けさせ、地域開発のあ
り方や地域社会を活性化するための打開策など
について、別の視点から新たな方向性を見出す
可能性が高い。
第二に、国際協力の一環として、途上国など
から日本の進んだ技術の習得を目的とした研修
生を受け入れた場合、研修生を指導する日本人
技術者の育成と技術の伝承につながり、地域社
会全体に活力を与えることが期待される。
第三に、上記第二とも関連するが、日本の地
域社会が持つ技術やノウハウなどの地域資源が
再評価され、改めて見直される点であり、途上
国からの研修生を技術指導することは、途上国
の発展に貢献するばかりでなく、自らの歴史や
文化・伝統を再認識し、先達の技術や伝統を受
け継いでいこうとする機運が高まることにつな
がるはずである。
このような3つの視点からも、国際協力は日
本の地域社会の活性化のためになくてはならな
いものではなかろうか。地域の活性化とは、そ
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の地域が持つ特性、特産物や工芸品などの資源
や人的なリソースから潜在的な可能性を引き出
し、地域社会に住む人々に自信をとり戻しても
らうことが原点であり、そうした考え方は、国
際協力によって、途上国の人々が自立した生活
を営めるよう支援することと共通性がある。国
際協力とは、単に日本と途上国との関係だけに
留まるものではない。日本の進んだ技術を提供
するだけでなく、相手側が有する優れた文化や
価値観に学ぶこと、さらにはそれらを地域づく
りに活かそうという視点が重要であり、途上国
のみならず、先進国の地域づくりの事例も大い
に参考にして、地域社会の活性化に取り組むべ
きだと考える。
4．日本の国際協力NGOによる国内活動の
現状と課題
国際協力NGOは、これまで海外の現場で草
の根の視点に基づいた開発協力を行なってきた
が、近年では、世界全体の貧困や貧富の格差拡
大という根本的な問題の解決のためには、こう
した実態を生み出す現代社会の構造的な欠陥を
改める必要があり、特に先進国に住む一般市民
の意識を変えていくことが重要であるとの認識
が広がっている。
日本の国際協力NGOよりも長い歴史を有す
る欧米のNGOは、1970年代あたりから海外で
の活動とともに、大量生産・大量消費の生活様
式が、途上国の貧困や地球環境の破壊など地球
規模の諸問題を引き起こしている要因となって
いる現実を伝え、先進国の一般市民の意識を変
えていく活動に真剣に取り組むようになった。
それが、開発をめぐるさまざまな問題を理解し、
望ましい開発のあり方を考え、共に生きること
のできる公正な地球社会づくりへの参加を促す
ことをねらいとした国際理解教育（開発教育）4
といわれる活動であり、日本の国際協力NGO
の国内活動の主流となっている。また、日本の
国際協力NGOは、各国政府や国際機関等に対
する政策提言や、その裏づけとなる調査研究に
も力を入れ始めており、地球的規模の諸問題の
解決に向けた提言を通じて、他のアクターへの
働きかけを強めている。さらに、現在の自由貿
易が助長している富の偏在を改善するための新
たな貿易体系・手法として、途上国の生産物を
適正な価格で輸入し、販売した中から必要経費
を差し引いた金額を途上国での開発プロジェク
トに還元するというフェアトレード（公正な貿
易）5の運動が世界中で急速な広がりを見せて
おり、日本の国際協力NGOにおいてもこれに
携わる団体が増えている。
続いて、国際協力NGOの国内活動における
課題を見てみたい。
国際協力NGOが日本の地域社会で活動する
上での根本的な問題は、国際協力に対する地域
住民の関心が今一つ高まっていないことであ
る。そして、国際協力に対する関心の低さとも
直結するが、国際協力NGOの活動が充分に知
られておらず、知名度・信頼度が低いことも、
国際協力NGOが地域社会で活動する上での足
かせとなっている。こうした点の他にも、国際
協力NGOには克服しなければならない課題が
いくつか存在する。
まず、国際協力NGOの海外での活動実績や
経験が、地域社会にどのような形で還元される
のか、目に見えない点である。実際に、地域住
民が海外の活動現場を視察したり、国際協力
NGOの事務所を訪問する機会は限られており、
海外での活動の成果や日本の地域社会での取り
組みについて、どのように伝えていけばよいの
か、国際協力NGOの多くが頭を悩ませている。
次に、国内外で大規模な災害が発生した場合、
義援金の多くは知名度の高い機関や団体に集中
する傾向があり、国際協力NGOが募金への協
力を呼びかけてもなかなか集まらない点であ
る。日本は、欧米社会と比べて寄付や募金を行
なう習慣がないとよく言われるが、赤い羽根募
金やNHKの歳末・海外たすけあい、日本テレ
ビが毎年夏に放送する「24時間テレビ」など
は認知度が高く、町内会単位の集金や自ら進ん
で募金に協力しようとする人が多い。海外で緊
急援助が必要な場合でも、義援金の大半は日本
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赤十字社もしくは財団法人日本ユニセフ協会の
いずれかに集まる傾向が見られ、国際協力
NGOへの募金は限られている6。社会的な認知
度や信頼性に加え、活動実績や組織規模の大き
さ、公的な組織・機関との理由で上記の2団体
が募金先として選ばれることが多く、国際協力
NGOがこうした寡占状態に楔を打ち込むのは
容易ではない。2004年12月に発生したスマト
ラ沖地震・津波災害の際も、地方自治体や地域
国際化協会7に集まった義援金の多くが、この2
団体のいずれかに送られている8。
こうした状況を少しでも変えるためには、国
際協力NGOの知名度を上げ、地域社会に信頼
される組織として認知される必要がある。その
一つの手段として、地域社会の要であり、地域
住民に最も信頼されている組織である地方自治
体との連携を進めることが、最も優先すべき課
題といえるのではなかろうか。現在、地方自治
体と国際協力NGOの協力関係は、資金援助や
施設利用などに限定されることが多く、より発
展性のある関係づくりが求められる。そのため
に、まずは両者の関係を強化するための情報交
換や人事交流を積み重ね、相互理解の醸成に努
める必要があるだろう。さらに、国際協力
NGOの活動に対し、地方自治体が技術やノウ
ハウを提供すること、あるいは、地方自治体の
国際協力事業に国際協力NGOが人材を派遣し
て技術指導に協力するなど、さまざまな可能性
が追求されるべきだと考える。そうした実績を
少しずつ積み重ねることによって、将来的には
地方自治体と国際協力NGOの協働による新た
な国際協力プロジェクトなどが実現するのでは
なかろうか。
地域社会の国際化・活性化という課題は、地
方自治体のみならず、国際協力NGOにとって
も支援者を増やし、安定した組織運営を実現さ
せる上で重要であり、その点で地方自治体と国
際協力NGOの利害は一致する。それぞれの立
場や組織の性格の違いを乗り越え、共に手を携
えて国際協力を行なっていくことが、今後ます
ます重要になってくるに違いない。
5．地方自治体と国際協力NGOが連携する
意義とその効果
現在、日本の地方自治体は、これまで培って
きた海外の地方自治体との姉妹都市交流や国際
交流の経験をもとに、豊かな自然環境や文化・
産業などの地域資源を活用した特色ある国際協
力に取り組んでいる。地方自治体による国際協
力も、単なるハード面の支援や資金援助に留ま
らず、相手国の現地住民が必要とし、かつ地域
社会の自立を促すようなソフト面の支援が求め
られているが、日本の地方自治体においては、
国際協力に関する情報やノウハウの蓄積が少な
く、相手国の現状や現地住民のニーズを把握す
る仕組みもないため、充分な成果が挙がってい
ない事例が見受けられる。一方、国際協力
NGOも、多くの団体が資金不足や組織基盤の
弱さなどの問題を抱えており、途上国側からの
要望に充分応えきれない場面が少なくない。こ
のようなことから、地方自治体と国際協力
NGOが協力して取り組むことで、より質の高
い効果的な国際協力が可能になると思われる。
地方自治体が国際協力NGOの活動を支援する
ことは、地域住民主体の行政を推進する上でも
重要なことといえよう。具体的には、以下の3
つの点で地方自治体と国際協力NGOとの連携
は重視されるべきものと考える。
（1）相手地域の社会のニーズに応えるため（相
手地域の住民参加等）
途上国が抱える貧困や人権、環境といっ
たさまざまな問題は、行政レベルから草の
根レベルに至るまであらゆる段階において
対策が必要であり、相手側のニーズも多様
である。地方自治体と国際協力NGOが手を
組み、協働で開発協力を行なうことで、こ
うした多様なニーズに対応することが可能
となり、より大きな視点から地域開発を推
し進めることができるはずである。さらに、
それぞれの視点から問題解決に向けたアプ
ローチを提示することも可能となる。
（2）国内の地域を地球社会に開くため（住民理
解・参加、国際理解教育、国際協力施策へ
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の参加、多文化共生の推進）
地方自治体が国際協力を行なう際、その
活動の成果をいかに地域社会に還元できる
か、地域の活性化に結びつけられるかとい
う点が重要であることは、先に述べた通り
である。その前提として地域住民の理解と
参加を得ることが基本となるが、この点で
地方自治体と国際協力NGOが連携するメリ
ットは大きい。国際協力NGOが最も力を入
れている国内活動は国際理解教育である
が、その実践こそが地域社会の中で国際化
を進展させ、国際協力の担い手を育てるこ
とにつながる。
（3）地域住民主体の対等なパートナーシップの
育成（住民同士の協力関係へと発展）
地方自治体が国際協力NGOと連携して国
際協力を行なった場合、相手地域の地方自
治体のみならず、NGOや地域住民を巻き込
んだ形の活動に発展する可能性が高くな
る。それゆえ、国際協力をきっかけとして
地域住民同士の交流が始まり、対等なパー
トナーシップが育まれ、将来的には地域住
民同士が主体となった新たな国際協力が生
まれることも期待できる。
地方自治体と国際協力NGOの連携は、両者
にとってメリットがあり、双方の国際協力の質
的向上を図り、日本の地域社会の国際化・活性
化を考える上でまたとない連携パートナーとな
る可能性が高い。
今、地方自治体は、厳しい財政難や地方分権、
市町村合併で生じるさまざまな問題をどう乗り
越えてゆくべきか苦闘を続けている。国際協力
NGOも、高まる一般社会からの期待にどう応
えていくかという正念場を迎えている。こうし
た両者が、連携・協働の関係を進展させるのは
容易ではないが、地方自治体が国際協力NGO
の重要性を認識して業務委託や協働事業を行な
うことは、これからますます顕著になるものと
思われ、国際協力NGOにとっても、今後国内
活動をより充実させていく中で、地方自治体の
協力は必要不可欠であると考える。
6．日本の地域社会における国際協力NGO
の活動モデル（提言）
6.1 地域社会における国際協力NGOの活動モデ
ル
ここでは、国際協力NGOが、日本の地域社
会の中で地域住民の国際協力に対する意識を啓
発し、その参加によって支えられる活動を実現
するためには、地域社会に対してどのような働
きかけを行なうべきなのか、そして、いかなる
組織や団体と連携して活動を進めるべきなの
か、ある種のシミュレーションを行ないながら、
地域社会の中での国際協力NGOの理想像・将
来像を描いてみたい。なお、シミュレーション
については、国際協力NGOが地域社会への関
与を強めることにより、地域住民の国際協力に
対する理解が深まり、海外との交流や協力が活
発になって地域社会全体が徐々に活性化されて
いく、という流れを前提とする。これらの中に
は、実現が困難な要素があることも承知してい
るが、地域社会における国際協力NGOのある
べき活動モデルとして、あるいは一つの理想的
なプロセスを経た到達点として想定できるもの
と考える。
最初に、国際協力NGOが他のアクターとど
の分野で協力関係を築いていくべきなのかを示
したのが図1である。なお、この相関図は全て
のアクターを網羅しているわけではなく、実際
には地域ごと、国際協力NGOの活動分野ごと
に異なったアクターが協力しているケースが多
い。
以下は、この図に基づき、日本の地域社会に
おける国際協力NGOの活動を4段階に分けて整
理したものである。
（1）国際理解：地域住民の国際協力への関心を
喚起し、活動への参加を促す
↓
（2）多文化共生：在住外国人との交流やその支
援を通じて、在住外国人に対する理解を促
進させる
↓
（3）国際交流：海外との交流の中から国際協力
の歩みへとつなげる
↓
（4）国際協力：地域社会全体で国際協力を推進
する仕組みを構築する
日本の地域社会で国際協力に対する理解と関
心が高まり、国際協力NGOの活動が地域住民
に支えられるためには、上記の過程・段階を踏
まえた形で住民の参加を確保することが現実的
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図1．日本の地域社会における国際協力NGOを取り巻くさまざまなアクターの相関図
図の見方：中心円の国際協力NGOに近いほど、国際協力NGOとの関係やつながりが深いことを示し、各ジャン
ル内のアクターの位置は、他の領域への近さを示したものでもある。地方自治体、地域国際化協会、
独立行政法人国際協力機構（JICA）等は複数の領域にまたがるため、それぞれに記載されている。
出所：筆者作成
かと思われる。また（4）で、地域社会全体で
国際協力に取り組む状況を作り出すことが、（1）
で国際理解をさらに促進させることにつながる
など、（1）から（4）の過程・段階を絶えず循
環させていくことが、国際協力NGOの活動を
地域社会で定着させる上で重要だと考える。以
下、順を追って説明したい。
（1）国際理解：地域住民の国際協力への関心を
喚起し、活動への参加を促す
まず、国際協力NGOが地域社会で信頼さ
れる活動を行なうためには、地域社会でい
かに国際協力に対する理解や関心を高める
ことができるかという視点が欠かせない。
国際協力NGOが最初に着手すべきこと
は、海外での国際協力活動の経験を有し、
その体験とともに日本とは異なる文化や歴
史、生活様式などについて語ることのでき
る人材を協力者として得ることである。そ
うした人材の筆頭として挙げられるのが、
青年海外協力隊OB/OG会9に所属するメン
バーであろう。彼らの多くは、2年ほど途
上国を中心に海外でさまざまな活動を行な
った実績があり、その経験を日本社会のた
めに役立てたいとの思いを強く抱いている
ため、国際協力NGOと協力して、日本の地
域社会における国際理解を広める活動に熱
心に取り組むことが期待される。また、全
国の地域国際化協会等に配属されている国
際協力推進員も、有力な候補者である。彼
らは日頃から、業務として地域社会におけ
る国際交流・国際協力や国際理解教育の推
進のための活動を行なっており、国際協力
NGOの協力相手としてふさわしい立場にあ
るといえよう。この他、国際機関や企業の
駐在員として海外に赴任した経験を有する
人なども対象となりうる。
次に必要となるのが、国際理解を広める
ためのスキルやノウハウ、ネットワークを
有する国際理解教育の実践者である。特定
非営利活動法人開発教育協会10には、地域
ブロックごとに開発教育を実践する地域コ
ーディネーターがおり、地域ブロック内の
連絡調整や相談対応などの役割を担ってい
る。こうした人材を活用するためにも、同
団体との連携を進めていくことが必要とな
ろう。
なお、地域社会で国際理解を広めていく
ために特に重要なのは、地域住民が集まる
あらゆる機会を通じて、積極的な働きかけ
を行なっていくという点である。最も効果
的なのは、地域内にある社会教育施設、福
祉施設、小中学校、高等学校などで、国際
協力NGOが、国際理解の講座やワークショ
ップを継続的に行なうことであろう。この
ような機会を増やしていくためには、地域
社会で人望のあるさまざまな分野の名士や
学校の教員などの理解を得られるよう努め
ることが重要である。さらに、地元の大学
での講座や、生涯教育の一環として行なわ
れている各種の教養講座等でこうした学習
が取り入れられれば、大学生などの若年層
から中高年世代に至るまで、幅広い年齢層
に向けたメッセージを発信することができ
るはずである。各種専門学校11や、全国各
地にあるYMCA・YWCAでも、国際理解に
関する講座を実施しており、こうした団体
と連携し共同で講座を企画運営するなど、
新たな試みを始めることも可能であろう。
このように、国際協力NGOが主導的な立場
で多様なアクターに協力を呼びかけ、国際
理解の普及に努めてこそ、地域社会で国際
協力に関する理解も深まり、国際協力NGO
を支えようという意識や環境が少しずつ醸
成されていくものと考える。
（2）多文化共生：在住外国人との交流やその支
援を通じて、在住外国人に対
する理解を促進させる
日本に在住する外国人が、自国の文化や
歴史・宗教・風習などを紹介し、日本とは
違った遊びや食べ物、音楽、踊りなどの一
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端を見せることは、世界に多様な民族や文
化があることを地域住民に肌で感じさせる
とともに、自らの生活と外国人のそれとの
共通点や違いを認識し、日本の文化・歴
史・伝統などを見つめ直す貴重な機会とな
るだろう。
そこで提案したいのが、日本に住む外国
人や留学生・研修生等に協力を求めること
である。国際協力NGOが、在住外国人や留
学生を対象とした支援活動を専門的に行な
うNPOなどと協力して、講座やセミナーの
企画を考え、外国人に講師を依頼すること
により、新たな交流や協力関係が築かれる
ことになろう。
さらに、着目したいのが、JETプログラ
ム12によって世界各国から来日する年間
5,000名余りの青年たちである。彼らは日
本各地で語学指導等を行なうとともに、地
域レベルでの国際交流を通して日本と諸外
国との相互理解の促進や、地域の国際化に
貢献している。その中でも特に、地域にお
ける国際交流の推進を専門とする国際交流
員（CIR）に協力を求めることが、現実的
な選択肢といえるのではなかろうか。彼ら
の多くは日本への留学経験があり、流暢な
日本語を話す上、日本社会に対する理解や
関心を強く持っている人たちである。通訳
なしで外国人の本音を聞くことは、地域住
民にとって大きな刺激となり、海外のさま
ざまな出来事や国際関係への関心を目覚め
させ、相手の国の文化や歴史を理解し、そ
の価値観を尊重する意識を育むことにもな
るはずである。
このような取り組みによって、国際協力
NGOは、それまで余り接点がなかった在住
外国人が抱えるさまざまな問題に気づき、
身近なところから日本の地域社会と世界と
の結びつきを実感することになるのではあ
るまいか。実際に、国際協力NGOが途上国
などの現場で直面する問題と日本に住む外
国人が抱える問題には、貧富の格差や人権、
地域づくりのあり方などの面において共通
性があり、国際協力NGOにとっても決して
無関係ではない。
今後、国際協力NGOが在住外国人の問題
に取り組もうとする場合、新たな事業を立
ち上げるよりも、既に活動を行なっている
NPOを後方から支援し、逆にこうしたNPO
にも国際協力に関心を持ってもらうように
するなど、相互補完関係を築くことが、最
も現実的かつ相乗効果を生むやり方だと考
える。それはまた、国際協力NGOが海外で
活動を行なう意味を改めて問い直し、その
活動のあり方を議論する契機にもなるに違
いない。
（3）国際交流：海外との交流の中から国際協力
の歩みへとつなげる
地域社会で国際理解が深まり、在住外国
人との交流が進めば、次の段階として、ど
のように海外との国際交流に発展させられ
るかという点が課題となろう。
通常、国際協力NGOは、途上国の支援対
象地域からスピーカーを招いて講演会を開
催したり、さまざまな国際問題の啓発や活
動の報告を行なったりすることはあって
も、地域住民が参加する交流プログラムを
実施することは少なく、それが地域社会と
の関係が今ひとつ進展しない要因の一つと
なっている。そのような場合、例えば国際
交流を専門に行なうNPOに協力を求めて地
域住民との交流の場を設けたり、国際理解
教育を実践している団体と連携して、講演
の内容をより噛み砕いた形で子ども向けの
ワークショップに仕立てるなど、地域社会
での国際理解や国際交流に結びつけるよう
な形に工夫すべきではなかろうか。
さらに提案したいのが、国際交流と国際
協力をつなげる試みとして、既存の国際交
流プログラムと国際協力プログラムを融合
させた、新たなプログラムを国際協力NGO
が中心となって作り上げることである。こ
長野賞論文　日本の地域社会における国際協力NGOの役割と展望
81
れに関しても、国際協力NGOは独自に新た
な事業を起こすのではなく、他団体が行な
う既存の国際交流事業をうまく活用し、国
際協力NGOとしての視点を反映させられる
ようなアプローチを取っていくことが重要
だと考える。
（4）国際協力：地域社会全体で国際協力を推進
する仕組みを構築する
地域社会に国際交流や国際協力への理解
が浸透してきたとすると、次の段階として、
国際協力NGOが行なう活動に対し、具体的
にどのような協力がさまざまなアクターか
ら得られるであろうか。
実現性の高いものとしては、国際協力
NGOが海外への緊急援助などで資金や物
資、人材が必要となった場合に、地域社会
が速やかに一体となってそれを支える後方
支援の体制が作られることが挙げられる。
「ジャパン・プラットフォーム」13は、政府
（外務省）・経済界（日本経団連）・国際
協力NGOの三者の協力・連携により、難民
発生時や自然災害時の緊急援助をより効果
的かつ迅速に行なうための仕組みである
が、こうした国家レベルの動きと合わせて、
地域レベルでも、地方自治体・地元の企業
体・地域の国際協力NGOの三者による緊急
援助体制の構築が、今後求められてくるの
ではあるまいか。
また、国際協力NGOが日本国内で実施し
ている人材育成プログラムについても、他
アクターによって協力が検討されるべきだ
と考える。これは、途上国から一定期間研
修生を受け入れ、農業や保健医療など各分
野の研修を実施する外国人向けのものと、
将来的に国際協力の活動を志す日本の若年
層を対象としたものとに分けられるが、外
国人向けの研修プログラムに関しては、地
方自治体の協力を得ることで、地方自治体
の専門家から技術研修を受ける機会を設け
たり、研修場所の提供を受けたり、あるい
は地方自治体の紹介で地元企業に研修を一
時的に担当してもらうなど、さまざまな形
で実施することが可能となろう。さらに、
他のアクターからそれぞれの研修分野に応
じた協力が得られれば、より充実した内容
の研修となり、研修生が帰国した後、日本
で学んだ技術やノウハウを母国の地域開発
等に活かす領域が一層広がることが期待さ
れる。一方、日本の若年層を対象とした研
修プログラムでも、多様なアクターから講
師派遣や広報など多彩な協力を得ること
は、地域社会との接点を維持していく上で
重要な要素となるだろう。
このような形で、地域社会が国際協力
NGOの緊急援助を後方から支援し、なおか
つ国際協力NGOが行なう人材育成プログラ
ムにも協力するモデルケースとなるのが、
岡山県や県内の旧哲多町（現：新見市）と、
国際協力NGOの特定非営利活動法人AMDA14
などが協力して2001年に設立した「公設国
際貢献大学校」である。この大学校は、も
ともとAMDAが持っていた「AMDA国際大
学構想」に端を発しているが、岡山県の協
力により公設民営の研修機関（大学校）の
創設を目標とする国際貢献大学校開設計画
が策定され、県内の地方自治体との調整の
結果、旧哲多町の廃校となった小学校を再
利用する形で開設された。運営に関しては、
AMDAが組織したアムダ国際福祉事業団を
中心とする国際貢献大学校運営機構が担っ
ており、主な事業として、災害時の国際緊
急人道支援活動、国際協力専門要員や国際
救援活動要員の養成、国際ボランティアの
養成などが行なわれている15。
この国際緊急人道支援活動に関して、大
学校は「ももたろう国際救援隊」を編成し、
岡山県と連携して、救援のために必要とさ
れる資力資源（人材・財源・物資）を集め、
災害時を想定した救援隊の編成と隊員（災
害ボランティア）の訓練を行なっている。
また県は、岡山空港周辺に救援物資備蓄セ
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ンターを設置し、広く県民等に毛布やシュ
ラフ（寝袋）などの救援物資の提供を呼び
かけており、大学校はそうした活動の拠
点・窓口にもなっている。
そして国際協力専門要員や国際救援活動
要員の養成については、既に国際貢献・協
力分野に関する業務に携わっている人々
や、これから従事しようする社会人に対し
て専門的な訓練を行なっており、国際貢献
の基本理念と基礎的・専門的な知識技術、
最新情報の習得等を研修内容としている。
さらに同大学校は、女性・小児・高齢者を
対象とする保健・医療・福祉活動も行なっ
ており、医療・介護サービスの提供による
地域づくりと、国際保健医療協力の実践的
な研修施設としての国際貢献を両立させる
取り組みを行なっているのである。
こうした緊急救援活動及び国際協力を担
う人材育成を行なう研修施設が日本各地で
開設されれば、地域社会における国際協力
の活動拠点として活用することができ、地
域社会に与える影響も大きいものがあるに
違いない。国際協力NGOが単独でこのよう
な施設を運営管理するのは厳しいが、地方
自治体や幾つかの国際協力NGOが協力して
運営を行ない、緊急救援活動と国際協力を
担う人材育成のための研修プログラムが実
施されれば、より多くの人々が国際協力に
関心を抱き、国際協力を通じた地域の国際
化・活性化に結びつくのではあるまいか。
さらに、日本の地域社会全体で国際協力
に参加しようという意識をより一層盛り上
げ、持続可能な活動へと発展させていくた
めには、多様なアクターの協力のもとで必
要な知識や技術を学んだ有能な人材の多く
が、実際に海外の協力現場で現地の人たち
とともに生活の向上や貧富の格差の是正、
環境保全の活動などに従事し、国際社会に
貢献することが重要である。こうした人材
を多く輩出することによって、地域住民は
長年にわたって築いてきたさまざまな技術
やノウハウ、そして何よりも優れた人材と
いうリソースを有していることに自信を深
め、国際協力に対する関心がさらに高まっ
ていくと思われる。また、将来的に国際協
力の仕事に就こうと志す若い世代に対して
も、海外での経験を伝え技術指導を施すこ
とは、その後何世代にもわたって国際協力
という視点が受け継がれ、地域社会の国際
化・活性化に大きく寄与することにもつな
がるはずである。若年人口の流出や少子高
齢化などによって失われつつある地域住民
同士の結びつきや、薄れてゆく絆を取り戻
すには、地域や国境の枠を越えた交流や、
国際協力を通じた経験の分かち合い、技術
の継承が大切であり、何よりもそうした国
際協力によって蓄えられた知見を、地域社
会の発展に活かしていこうという発想の転
換が重要であると考える。
6.2 日本の地域社会の国際協力を促進する「地
域による国際協力コンソーシアム構想」の
実現に向けて
ここまで国際協力NGOが、日本の地域社会
において国際協力に対する理解や関心を喚起
し、国際理解教育や多文化共生、国際交流の事
業と絡めて、地域社会に支えられた国際協力を
推進するためには、どのような手順でどういっ
たアクターと連携しながら活動を進めていけば
よいのか、一つの活動モデルを提起してきた。
次に、こうした国際協力NGOの取り組みを地
域社会の中に定着させ、さらに効果的に広げて
いくための枠組みづくりについて考えたい。
日本の地域社会において国際協力を推進する
アクターは、国際協力NGOや地方自治体、地
域国際化協会、独立行政法人国際協力機構16
（以下、JICAという）など多数存在するが、こ
うしたアクターが同じ目的を共有して有機的に
結ばれ、地域社会全体で国際協力を推進してい
く体制が実現するのは容易なことではない。現
実にどのアクターが国際協力推進の旗振り役を
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担うべきなのか、あるいは担う必要があるのか、
明確な答えは出ていないのが実情である。
地方自治体は、その財政力や組織力、地域社
会に与える影響力の大きさを考慮すれば、リー
ダーにふさわしいアクターと見られるが、厳し
い財政状況の中で国際協力に関連した事業予算
は減少傾向にあり、さらには行政主導で行なわ
れることに対する反発も予想される。国際協力
NGOは、地域社会のさまざまなアクターと良
好な関係を有し、国内活動を重視する傾向にあ
るが、慢性的な資金不足に見舞われていること
が多く、旗振り役を担うまでの組織・運営体制
が整っていない事情がある。地域国際化協会は、
地方自治体、国際協力NGO、JICAなどとの良
好な関係や中間支援組織という性格からも主導
的な役割が期待されるが、昨今は国際協力より
も地域社会のニーズが高い多文化共生や国際理
解教育関連の事業を優先的に行なう傾向があ
り、なおかつ地方自治体の財政状況の悪化で補
助金が削減され自己資金を増やす努力が求めら
れるなど、厳しい状況に置かれている。JICA
は資金的には最も安定しているといえるが、地
域社会との接点が弱く、国内事業に関しても最
近になって取り組み始めた経緯があるため、旗
振り役を担うことは困難である。このように、
地域社会において国際協力推進の主導的役割を
担えるアクターは明確になっておらず、そのよ
うな事情もあって各アクター間の連携・協力関
係の構築は進んでいないのが現状である。
そこで、新たな枠組みとして、「地域による
国際協力コンソーシアム構想」を提起したい。
この構想は、（1）日本の地域社会での国際協力
に対する理解や関心の喚起を共同で行なう、（2）
緊急救援の新たな体制づくりや人材育成の研修
プログラム等の企画を通じて、地域住民を国際
協力活動へと導く、（3）地域住民が海外での協
力活動に参加することにより、国際社会に貢献
するとともに、日本の地域社会の国際化・活性
化にも寄与する、など、一つのアクターだけで
は実現が難しい事業を各アクターが分担しなが
ら相互に補完しあうことで、日本の地域社会に
おける国際協力を推進していこうという枠組み
であり、表1にその概要を示した。
表1．「地域による国際協力コンソーシア
ム構想」の概要
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項目
理念
目的
構成
組織体制
内容
日本の地域社会において、国際協力に関
する理解の促進と地域住民の参加を促す
地域の特色を活かした国際協力を地域社
会で普及させるために、地方自治体、地
域国際化協会、国際協力NGO、JICAな
どが連携して、国際協力の普及・啓発と、
活動への地域住民の参加を促し、国際協
力の担い手や地域社会の国際化・活性化
に資する人材を育成するとともに、国際
社会と日本の地域社会の国際化・活性化
に寄与するプログラムづくりなど、一つ
のアクターのみでは実現が難しい事業を
各アクターが分担しながら相互に補完し
あうことで、日本の地域社会における国
際協力を推進する
地方自治体、地域国際化協会、国際協
力NGO、JICAの四者を主要メンバーと
し、事業内容に応じて、地域のNPO、
企業、労働組合、農業団体、女性グル
ープ、学生グループ、大学、学校など、
地域社会の中で国際協力を行なうアク
ターをサブメンバーとして登録する。
また、地域の研究機関やマスコミなど
からの協力を得られるようにする
運営委員会、小委員会もしくは分科会
（国際理解教育、多文化共生、国際交流、
国際協力）、事務局（地域国際化協会）
出所：筆者作成
本構想の最大の特徴は、地域社会における国
際協力への理解促進と啓発に向けて、国際協力
に関連するさまざまなアクターが連携しあい、
互いの持っている長所を活かしながら、国際理
解教育、多文化共生、国際交流の事業を進めて
いくことにある。そして最終的には、国際社会
の平和と安定を希求し、持続可能な開発を推し
進め、併せて日本の地域社会の国際化と活性化
にも寄与できる、真の意味での国際人を育成す
るとともに、海外での協力活動を各アクターが
連携しながら実施することで、日本の地域社会
による国際協力をさらに発展させることを目的
とする。
この構想における主要なアクターは、①地方
自治体、②地域国際化協会、③当該地域のネッ
トワークを推進する国際協力NGO（または主
要な国際協力NGO）、④JICAの四者であり、全
国的な組織づくりを目指すのではなく、北海道、
東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、
九州、沖縄の地域ブロックごとに、各地域の実
情や特色を織り込みながら、それぞれの組織を
つくるのが理想的である。
事務局機能は、各地域ブロックの中心的存在
となる地域国際化協会に置かれるのが望まし
い。先に、地域国際化協会が地域における国際
協力推進の旗振り役になるのが容易ではない理
由をいくつか述べたが、一方で地域国際化協会
は、（1）行政主導で設立された中核的民間国際
交流組織であり、地方自治体との結びつきが強
いなど、地域住民から信頼を得られやすい公的
な性格を有すること、（2）JICAから派遣され
た国際協力推進員がおり、地域の国際協力
NGOともつながりが深いこと、（3）他の主要
なアクター全てと関係が深く、しかも国際交流
から国際協力、国際理解教育、多文化共生と上
記に挙げたあらゆる事業を担っており、地域内
の国際化に関するさまざまな情報も有している
ため、組織の性格上最もふさわしいこと、など
の特性があり、他のアクターよりも比較優位性
がある。但し、同コンソーシアムで実働的な役
割を果たすべきは、国際協力NGOであること
を付け加えておきたい。
意思決定機関としては、上記の四者によって
構成される運営委員会が組織され、事業ごとに
小委員会もしくは分科会を開き、四者が協力し
て応分の負担を分かち合う仕組みが不可欠であ
る。資金面については地方自治体とJICAに期
待するほか、スポンサーとして名乗り上げる民
間企業や助成財団を募り、地域国際化協会や国
際協力NGOも、低い割合ではあってもいくら
かの資金を拠出する方向で検討されるべきであ
ろう。この他、地域の大学や研究機関、NPOな
どとの連携を常に視野に入れながら事業づくり
を行なっていくことが必要である。
こうした多様なアクターが協力し合いながら
協働で事業を展開している事例として、名古屋
地域で行なわれている国際理解教育事業が参考
になろう。この取り組みは、地域国際化協会で
ある財団法人愛知県国際交流協会と財団法人名
古屋国際センターをはじめ、JICA中部国際セ
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立ち上げ
に向けた
手順
活動内容
①地域の国際協力を推進するためのフ
ォーラムを日本各地で開催する
（地方自治体、地域国際化協会、国
際協力NGO、JICAの四者が主体とな
って実行委員会を組織する）
②フォーラム参加者の中から各地域で
の連携推進コーディネーターを選出
③コンソーシアム立ち上げに向けた運
営委員会の設置
④コンソーシアム設立準備委員会の設置
（1）メンバー間の情報交換と共有
（2）各アクターで行なわれている事業
への相互協力が推進されるための
方策の検討と協働事業実施に向け
た体制づくり
（3）海外での協働事業の実施に向けた
取り組みの推進
（4）国際協力NGOの支援制度と人材育
成の仕組みづくり
ンター、特定非営利活動法人名古屋NGOセン
ター、特定非営利活動法人NIED国際理解教育
センター、有限会社フェアトレーディング（民
間企業）の六者が協力して愛知県内で国際理解
教育セミナーを実施しているもので、各アクタ
ーが協働でセミナーの企画から運営まで実施し
ていること、各アクターが専任の担当者を置き、
内容決定の過程において参加型手法を用いてい
ること、などが特徴として挙げられる。もとも
とこの六者は、それぞれが別々に国際理解教育
に関する事業を実施していたが、2001年の文
部科学省の学習指導要領改訂に伴う「総合的な
学習の時間」の導入に際して、国際理解教育の
教育現場での実践が大きな課題となり、個々の
立場や特性を活かした事業展開ができないもの
か情報交換を始めたことをきっかけとして、こ
のような協働事業に発展したのである17。
また、同じく国際理解教育の実践を通した事
例であるが、2004年に結成された四国NGOネ
ットワーク18が、国際協力の実施団体が少ない
四国地域の特徴を逆手にとって、JICA四国支
部や愛媛大学・香川大学・徳島大学・高知大学
と連携して、各大学で次々と国際協力講座を開
講させるなど、地域ネットワーク化に取り組ん
でいるケースも参考となろう19。
さらに、2003年から3年間にわたって東京や
大阪で開催された「国際交流協力実践者全国会
議」20では、国際交流や国際協力、多文化共生
に取り組む地方自治体や地域国際化協会、国際
協力NGO、JICA等の国際協力関係機関などの
職員が個人の資格で集い、各アクター間のネッ
トワークや協働の重要性を認識して、事例の共
有を行ない、地域における国際交流・国際協力
の現状と役割、その意義についての活発な議論
を展開した。本コンソーシアム構想は、こうし
た事例を参考にしたものである21。
続いて本コンソーシアム構想の事業内容を見
ていきたい。詳細は表1に記したが、同構想は
基本的に以下の5つの事業を柱に組み立てられ
るべきものと考える。
［1］情報交換・共有
各アクターで行なわれている国際協力事
業やその他の事業について情報交換と問題
意識の共有を図り、地域における国際協力
の推進に関して、一定の共通理解が得られ
るように交流を深めていく。具体的には、
定期的な情報交換会やメーリングリストの
活用、人事交流などが検討される。
［2］各アクターで行なわれている事業への相互
協力
当初から大規模な事業を協働で行なうこ
とは難しいため、まずは各アクターで行な
っている国際協力事業に他のアクターが側
面から協力する方策を検討し、できる範囲
内から実施する。まずは、事業実施に支障
が出にくい広報協力から始めるのが、各ア
クターにとって負担が少なく適当かと思わ
れる。
［3］国際協力に関する協働事業の実施
上記［2］の相互協力でいくつかの段階
を経た後、協働の事業づくりに取りかかる
が、あくまでも各アクターに過重な負担が
かからない範囲で行なう。はじめはセミナ
ーや講座の共催等で実績を積み重ね、次第
に協力する団体の輪を広げていき、最終的
には大規模な国際協力イベントや国際理解
教育講座の開催、国際交流の推進を目的と
したホームステイプログラム、在住外国人
支援事業の協働実施、緊急救援活動の体制
づくり、人材育成プログラムの共同企画な
ど、地域社会全体で認知される催しや事業
へと発展させ、地域社会の国際化・活性化
につながる事業を継続して実施できる体制
を築くことを目標とする。
［4］海外での協働事業の実施に向けた取り組み
上記［3］で国際協力事業を協働で行な
う体制が確立されれば、次の段階として、
海外の協力現場で協働事業を実施する方法
を検討すべきである。海外で大規模な自然
災害が発生した際には、地域社会が一体と
なった緊急救援活動を実施していくととも
に、本コンソーシアム構成団体のいくつか
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の海外事業の中に採用枠を確保し、共同で
作り上げた研修プログラムで育成された人
材を継続的に送り込む仕組みを整え、実践
することを目標とする。
［5］国際協力NGOの支援制度と人材育成の仕組
みづくり
将来的には地域社会で設立間もない国際
協力NGOや、これから活動を始めようと考
えている人たちに対して、団体設立に伴う
資金の融資や団体運営ノウハウの伝授、寄
付や会員の集め方、ボランティア・マネジ
メントなど、さまざまな形で支援する制
度・枠組みを構築する。さらに、国際協力
を志す個人を専門的に育成する仕組みをつ
くり、国際協力が地域社会に根づくための
方策を検討し、実践する。
6.3 「地域による国際協力コンソーシアム構想」
での国際協力NGOの役割と今後の展望
最後に、「地域による国際協力コンソーシア
ム構想」における国際協力NGOの役割につい
て考えてみたい。国際協力NGOの長所には、
（1）主に会員やボランティアなど一般市民によ
って支えられていること、（2）機動力や柔軟性
に富んだ活動を行なえること、（3）草の根レベ
ルの視点に立った提言や問題提起ができるこ
と、などが挙げられる。こうした特徴を活かし
て、地方自治体やJICAなど、規模が大きい故
に迅速な行動がとりにくい各アクター間の連絡
調整や、地域社会で国際協力を行なう他団体へ
の働きかけ、大学などの教育機関や地域のNPO
との関係構築など、国際協力NGOが有する国
内外のさまざまなネットワークを駆使した、地
域社会における国際協力の推進を図る「潤滑油」
としての役割が期待できる。また、本コンソー
シアムが地域住民の視点に立った事業展開や方
向性を示すよう操舵する「羅針盤」としての機
能も併せ持つべきであろう。さらに、地域社会
のさまざまなアクター（特に地域のNPOなど、
これまで国際協力とは無縁であった団体や個
人）が国際協力に関心を持ち、海外での協力活
動を実践できるように、情報やノウハウを伝授
し、活動を後押しする「エンジン」としての機
能も必要である。
これまで見てきたように、国際協力NGOは、
日本の地域社会における国際協力の推進や日本
の地域社会の国際化・活性化に必要不可欠な存
在であるが、今のところ、まだその役割を充分
果たしているとはいえない。依然として多くの
国際協力NGOは、海外での事業展開に傾注し、
日本国内での活動の優先順位は必ずしも高くな
いのが現状であり、日本国内での活動を資金集
めに限定して捉える傾向も見られる。しかしな
がら、将来的には、日本の地域社会から恒常的
な支援が得られる状況を創り出さなければ、国
際協力NGOがその活動を維持・発展させてい
くのは困難となろう。公的資金への依存を高め
ることは、事業運営に大きなリスクを抱えるこ
ととなり、不特定多数に向けて支援を呼びかけ
る方法は、資金力・動員力のある特定の団体に
支援を集中させ、国際協力NGO間の格差をさ
らに拡大させる結果をもたらし、必ずしも国際
協力NGO全体の足腰を強化することにはつな
がらない。こうした点をいち早く察知した国際
協力NGOは、既に地域社会との接点を模索し
始めている。
今後、国際協力NGOは、組織としてますま
す成熟し、国内外での活動の範囲を広げていく
ことが予想されるが、その過程で日本の地域社
会との関係をどのように捉えるのか、地域社会
でいかなる役割を果たすことができるのか、重
大な岐路に差し掛かっているといえよう。その
中で、地域社会によって支えられる活動を目指
す国際協力NGOは、地域社会から多くの要望
を突きつけられるであろうが、そうした要望に
地域内のさまざまなアクターと連携しながら対
処することで、地域社会の信頼を勝ち取ること
ができるはずである。さらに、途上国における
活動で得られた知見や技術、ノウハウ、人的な
ネットワークを活かして、地域社会の国際化・
活性化に資する人材の育成や新たな事業を興す
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ことにより、地域社会の中で確固とした存在感
を示し、持続可能で安定した組織運営を行なう
ことが可能になるであろう。それはまた、国際
協力NGOにとって自らの活動を客観的に評価
し、見直すことにもつながるはずである。
「地域による国際協力コンソーシアム構想」
は、まさにこうした国際協力NGOが地域社会
で活動していく環境を整備するものであり、国
内活動の必要性を裏付けるものとなるのではあ
るまいか。さまざまなアクターとの連携・協働
は、国際協力NGOの組織基盤の強化にもつな
がり、ネットワークをさらに広げ、地域社会で
の認知度を上げる格好のツールになると思われ
る。「地域による国際協力コンソーシアム構想」
で最も恩恵に浴するのは、地域社会であり地域
住民であるが、国際協力NGOにとっても、自
らの存在をアピールできるまたとない舞台とな
るのである。
海外での活動と日本国内での活動を調和さ
せ、それぞれの現場で抱える問題の共通性を明
らかにして問題の本質を追及する姿勢を持つこ
と、各現場で得た知見やノウハウを個々の社会
の実情に合わせた上で解決策を提示し、それに
向けた行動を起こしていくこと、途上国と日本
の地域間の人的交流を促進し、信頼関係で結ば
れた地球市民社会の構築を目指すこと、こうし
た要素を兼ね備えた組織こそが、日本の国際協
力NGOの目指すべき姿であり、理想像といえ
るのではあるまいか。そのような組織を目指す
ことで、国際協力NGOは、日本の地域社会の
将来において、非常に大きな責任と役割を担う
ことができるはずである。
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注
1 本論文では、NGOを、非政府・非営利・ボラン
ティア精神に基づき、社会の公益のため活動す
る市民団体と定義し、その中で、開発途上国の
貧困削減や収入向上、教育機会の創出、環境保
全、人権擁護などの国際協力活動を行なう市民
組織を「国際協力NGO」とする。（特定非営利
活動法人国際協力NGOセンター編『国際協力
NGOダイレクトリー2004』、2004年、14頁）。
2 ここでいう「地域社会」とは、「社会学的概念
であるcommunityの訳語で，一定の地域に共同
生活を営む社会的特徴を持った人々の集合体。
近隣を含めた市町村など共同生活の地域的単
位」を指す（篠原昭雄『社会科教室no.29』日本
文教出版、2002年）。通常、地域社会とは地方
や農村部を指して使われることが多いが、大都
市部の中でも昔から延々と受け継がれてきた文
化や伝統、そこに暮らす人々の生活の営みがあ
り、独自の社会が形成されてきた経緯があるた
め、本論文では、大都市部も含めた概念として
用いる。なお、政令指定都市は大都市部、その
他の地方都市は地方・農村部の範疇で扱う。
3 Non-Profit Organizationの略称で、直訳すると
「非営利組織」となる。通常は営利を目的としな
い活動を行なう市民組織を総称して使われてい
る。医療・福祉・環境・文化・芸術・スポー
ツ・まちづくり・国際協力・交流・人権・平和
など、あらゆる分野の市民活動団体を指す。政
府や自治体も非営利組織と考えられるため、行
政機関ではないということを明確にするために
「民間非営利団体」と訳すこともある。元々は米
国で非営利団体全体を指す言葉で、NGOとはほ
ぼ同義語であるが、NGOが海外で活動する市民
組織を総称するのに対し、NPOは日本国内で活
動する市民組織を指して使われることが多い。
4 国際理解教育とは、国連教育科学文化機関（ユ
ネスコ）によって使われ始めた用語で、一般的
には「他国・他文化の理解や相互依存関係の理
解、人権や多様性の尊重を基盤にして国際的平
和な社会を形成する市民を養成するための教
育」と捉えられる。これに対し、開発教育とは、
「私たち一人ひとりが、開発をめぐるさまざま
な問題を理解し、望ましい開発のあり方を考え、
ともに生きることのできる公正な地球社会づく
りに参加することをねらいとした教育活動」と
定義され、主体的な問題解決や参加へのアプロ
ーチを重視するのが特徴である。開発教育と国
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際理解教育の目指すところは同じであり、それ
ぞれの教育の成り立ちやアプローチの違いが名
称の違いに表れているといえる。同じ概念を持
つ用語として「地球市民教育」があるが、国際
協力NGOの多くはこの呼称を使っている（財団
法人国際協力推進協会編『開発教育・国際理解
教育ハンドブック』及び、開発教育協議会編
『開発教育キーワード51』）。
5 取引の過程において、生産者との対話や製造過
程の透明性を重視し、それに関わる人々全ての
権利を尊重した貿易のことで、アジアやアフリ
カ等の農村地域や都市のスラムに暮らす人々に
仕事の機会を提供し、安定した収入を維持する
ことで、自立した生活を営めるよう支援するこ
とを主な目的としている。
6 特定非営利活動法人国際協力NGOセンターの調
査によると、スマトラ沖地震・津波被害に関連
した国際協力NGO29団体への募金額は、約5億3
千万円だった（1団体あたりの平均は、約1800
万円）。一方、日本赤十字社は約42億3700万円、
財団法人日本ユニセフ協会は約14億円を集めて
いる。
7 総務省の指針に基づき県等が作成した「地域国
際交流推進大綱」に位置づけられ、地域の国際
交流を推進するにふさわしいと認定された中核
的民間国際交流組織のこと。全国47の都道府県
及び13の政令指定都市にある（「自治体国際化
協会・地域国際化協会情報」ウェブサイト
http://rliea.clair.or.jp/index.html）。
8 例外として、財団法人茨城県国際交流協会は、
NGO茨城の会と共同で募金活動を行ない、集ま
った義援金を国際協力NGOである特定非営利活
動法人日本国際ボランティアセンターに寄付し
た。また、財団法人横浜市国際交流協会と財団
法人福岡国際交流協会は、それぞれの市に事務
所が置かれた国際機関に義援金を託した。
9 帰国した青年海外協力隊員で構成される団体
で、各都道府県別、派遣国別、職種別に合わせ
て75団体が活動を行なっている。主な活動とし
て、団体会員相互の情報交換や親睦、協力隊事
業の啓発、各種の講習会・研修会など（社団法
人青年海外協力協会のウェブサイトhttp://www.
joca.or.jp/）。
10 1982年に任意団体の「開発教育協議会」として発
足し、各地で取り組まれている開発教育の試みや
経験共有をはじめ、関連情報の収集・提供、国内
外の関連団体や関連行政との連絡調整を通じて、
日本における開発教育の理解と普及を図ってい
る。2002年に改称し、2003年に特定非営利活動法
人格を取得した（特定非営利活動法人開発教育協
会ウェブサイトhttp://www.dear.or.jp/）。
11 例えば、東京・高田馬場にある「日本外国語専
門学校」には国際ボランティア科が設置されて
おり、NGOや国際協力機関で働く人材を育成し
ている（日本外国語専門学校ウェブサイト「国
際ボランティア科」ページhttp://www.jcfl.ac.jp/
course/int-vol.html）。
12 地方自治体（都道府県、政令指定都市及び市町
村）等が外国青年を招致し、外国語教育の充実
を図るとともに、地域レベルの国際交流を推進
することを目的とした事業。地方自治体が総務
省、外務省、文部科学省及び財団法人自治体国
際化協会の協力のもと実施されている。
13 国際緊急援助における国際協力NGO、経済界、
政府の新しい協力システムとして2000年に設
立。外務省ODA資金による基金の設置や民間寄
付の募集を通じて、国際協力NGOへの初動活動
資金が直接かつ迅速に提供されることを目指し
ている（特定非営利活動法人ジャパン・プラッ
トフォームウェブサイトhttp://w3.japanplat-
form.org/top.html）。
14 開発途上国への医療支援を中心に社会開発や生
活向上支援などをアジア各国で実施する国際協
力NGO。自然災害や戦争の被災者（難民）への
緊急救援の際には、世界28ヶ国にある海外支部
と連携して救援活動に当たる。2001年に特定非
営利活動法人格を取得した。
15 公設国際貢献大学校のウェブサイト（http://
www.miic.ac.jp/）。
16 開発途上地域などの経済、社会の発展に寄与し、
国際協力の促進を図るため、政府ベースの技術協
力や無償資金協力、青年海外協力隊員の派遣など、
多岐にわたる国際協力事業を実施する機関。
17 「国際理解教育セミナー in なごや」の案内チラ
シや5年間のあゆみを記した文書など、各種資
料を参考にした。
18 四国で国際協力を行なうNGO同士の情報・意見
交換やNGOに関する合同研修などを通じて、四
国全体のNGOの発展を目指しているネットワー
ク団体（四国NGOネットワークhttp://snn.npgo.
jp/index.html）。
19 JICA発行『マルチアクター参加による市民間協
力推進プロジェクト報告書』2006年12月、76頁。
20 国際交流や国際協力の重要性や問題意識を共有
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した実践者が自発的に集まり、実践者同士が本
音で議論しあい、顔の見える全国的なネットワ
ークの構築を目指して開催された会議。政府レ
ベルで国際交流・国際協力に取り組むJICA・
JBIC・国際交流基金・自治体国際化協会の4団
体が協力した。第3回には、参加者の同意を得
て発表した宣言文「平和と共生の未来を担う私
たち－市民の活力にみちた地域づくりをめざし
て－」が発表され、マスコミや政府関係者らを
招いて公開セミナーも開催された。なお、3回
を通じて主に地域の国際交流協会のあり方がテ
ーマとなったため、国際協力NGOからの参加は
少なかった（第1回・第2回・第3回『国際交流
協力実践者全国会議報告書』、及び財団法人自
治体国際化協会ウェブサイトの関連ページ
http://www.clair.or.jp/j/forum/forum/chouryu/194/
index.html）。
21 2007年2月に、広島県は認定特定非営利活動法
人ジャパン・プラットフォームとの間に広島県
内の国際貢献活動の活性化の促進等に関する協
定を締結した。この時同時に、広島県内の自治
体や経済団体、教育機関、社会教育団体、国際
協力NGO、県民等からなるネットワーク組織
「ひろしま国際貢献ネットワーク」を立ち上げ、
広島県が提唱する「創り出す平和」の実現に向
けて、国際貢献活動への県民の参加促進活動を
行なっているが、この事例も参考にした（広島
県「国際協力・平和貢献」関連ページhttp://
www.pref.hiroshima.lg.jp/page/1177063227470/in
dex.html）。
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